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平成26年中の出会い系サイト及びコミュニティサイトに起因する事犯の現状と対策について

１ 被害児童数の推移（図１）

○ 出会い系サイトに起因する事犯の被害児童は152人（前年比-７人、-4.4%）。

平成20年の出会い系サイト規制法の法改正以降、届出制の導入により事業者の

実態把握が促進されたことや、事業者の被害防止措置が義務化されたことなど

により減少傾向にある。

○ コミュニティサイトに起因する事犯の被害児童は1,421人（前年比+128人、

+9.9%）。平成25年以降、無料通話アプリのＩＤを交換する掲示板に起因する犯

罪被害等により増加傾向にある。

２ 被害児童の状況

○ 被害の最も多い罪種は、出会い系サイトに起因する事犯では、児童買春

（74人、全体の48.7%)、コミュニティサイトに起因する事犯では、青少年保護

育成条例違反（711人、全体の50.0%）。（図２）

○ コミュニティサイトに起因する事犯の被害児童の方が、出会い系サイトと比

べて低年齢層の割合が多い。（図３）

○ 被害児童がコミュニティサイトへのアクセス手段として携帯電話を使った事

犯のうち、スマートフォンを利用して被害に遭った割合は９割弱。（図４）

○ コミュニティサイトの利用について、保護者による注意を受けていなかった

被害児童は５割強、学校において指導を受けていなかった被害児童は３割強。

被害児童の約４分の１は不登校。（図５）

○ コミュニティサイトの利用時、プロフィールを詐称した被害児童は３割強。（図６）

３ 今後の対策

(1) 出会い系サイト対策

○ 悪質出会い系サイト事業者に対する取締り等の徹底

○ 禁止誘引行為等の書き込み違反者に対する取締りの継続

(2) コミュニティサイト対策

○ サイト事業者の規模、提供しているサービスの態様に応じた児童被害防止

対策の強化に向けた働きかけの実施

・ ミニメールの内容確認を始めとするサイト内監視体制の強化

・ 実効性あるゾーニングの導入

※ 「実効性あるゾーニング」～サイト内において悪意ある大人を児童に近づけさせないように

携帯電話事業者の保有する利用者年齢情報を活用し、大人と児童とのミニメールの送信や検索

を制限すること。

○ 関係省庁、事業者及びＥＭＡ等の関係団体と連携した対策の推進

・ スマートフォンを中心としたフィルタリングの普及促進

・ 児童、保護者、学校関係者等に対する広報啓発と情報共有

※ 「ＥＭＡ(エマ)」～一般社団法人モバイルコンテンツ審査・運用監視機構

【Content Evaluation and Monitoring Association】

(3) 補導活動及び取締りの推進

○ サイバー補導の積極的推進
○ インターネットを利用した福祉犯事件に対する取締りの推進



図１ 【出会い系サイト及びコミュニティサイトに起因する事犯の被害児童数の推移】

※ コミュニティサイトの統計は平成20年から取り始めた。

図２ 【罪種別の被害児童数及び割合】 （人）

※ 割合は、小数点第２位を四捨五入しているため、合計が100％にならない。

図３ 【年齢別の被害児童数及び割合】 （人）

図４ 【被害児童のコミュニティサイトへのアクセス手段】

※ 平成26年中のアクセス手段全体に

占める携帯電話（パソコンを併用し

たもの及びスマートフォンを含む。）

の割合は89.8%。

※ パソコン等にはパソコン、その他、

不明を含む。

※ 平成22年は、被害児童が複数の被

害に遭った場合、それぞれに計上し

ているため、被害児童数を上回って

いる。

図５ 【被害児童への注意・指導状況】 図６ 【被害児童のﾌﾟﾛﾌｨｰﾙの詐称状況】
【学校における指導状況】【保護者による注意状況】
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（参考資料）

第１ 出会い系サイトに起因する事犯の被害児童の状況等

１ 被害児童数の年別推移
(人）

２ 被害児童の出会い系サイトへのアクセス手段
（人）

※ 割合は、小数点第２位を四捨五入しているため、合計が100％にならない場合がある。
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３ 出会い系サイト規制法の運用状況等

(1) 出会い系サイト事業者の届出数の年別推移
（件）

※ 各年12月末現在の届出数

(2) 出会い系サイト規制法違反の検挙状況
（件）

(3) 出会い系サイト規制法に基づく行政処分状況
（件）
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第２ コミュニティサイトに起因する事犯の被害児童の状況

１ 被害児童数の年別推移
（人）

※ 児童福祉法違反、青少年保護育成条例違反、児童買春・児童ポルノ法違反及び重要犯罪に

限り計上している。

２ 被害児童に関する状況

(1) 被害児童のコミュニティサイトへのアクセス手段
（人）

携帯電話のうち、スマートフォンが９割弱を占める。

※ スマートフォンの割合は、携帯電話を100％として算出したもの。

※ 平成22年は、被害児童が複数の被害に遭った場合、それぞれに計上している

ため、被害児童数を上回っている。

※ 割合は、小数点第２位を四捨五入しているため、合計が100％にならない場

合がある（以下同じ）。
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(2) 携帯電話の購入時の来店状況
（有効回答）（人）

保護者と被害児童が一緒に来店した割合が９割弱を占める。

(3) 使用携帯電話の名義
（有効回答）（人）

両親名義の割合が７割強（72.6％）を占める。

(4) プロフィールの詐称状況
（有効回答）（人）

プロフィールを詐称した割合が３割強を占める。
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(5) 保護者による注意状況
（有効回答）（人）

保護者による注意を受けていなかった割合が５割強を占める。

(6) 学校における指導状況
（有効回答）（人）

学校において指導を受けていなかった割合が３割強を占める。

不登校の者が約４分の１を占める。
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第３ 平成26年中の検挙事例

出会い系サイトに起因する事犯の検挙事例

【児童買春・児童ポルノ法違反（児童買春）】

被疑者（国立大学事務職員・男・36歳）は、出会い系サイトで知り合った女

子児童（17歳）が、18歳に満たない児童であることを知りながら、ホテルにお

いて買春をしたもの。

（９月・新潟県警）

【売春防止法違反(売春の周旋)及び児童福祉法違反(淫行させる行為)】

被疑者（無職・男・35歳）ほか１名は、女子児童(16歳)が、18歳に満たない

児童であることを知りながら、出会い系サイトを利用して誘引した遊客と遊客

方において買春をさせたもの。

（９月・鹿児島県警）

コミュニティサイトに起因する事犯の検挙事例

【児童買春・児童ポルノ法違反（児童買春）】

被疑者（会社員・男・33歳）は、インターネットの掲示板で知り合い、イン

ターネットを通じて通信する携帯ゲーム機のソフトを利用して連絡を取り、女

子児童（14歳）が、18歳に満たない児童であることを知りながら、ホテルにお

いて買春をしたもの。

（５月・茨城県警）

【青少年育成条例違反（みだらな性行為等の禁止）】

被疑者（中学校講師・男・23歳）は、コミュニティサイトで知り合い、無料

通話アプリで連絡を取り、女子児童（16歳）が、18歳に満たない児童であるこ

とを知りながら、自己の欲望を満たす目的でホテル内においてみだらな性行為

をしたもの。

（８月・愛知県警）

【強姦及び児童買春・児童ポルノ法違反（児童買春、児童ポルノ製造）】

被疑者（地方公務員・男・31歳）は、コミュニティサイトで知り合った女子

児童（12歳）が、13歳未満の児童であることを知りながら、ホテルにおいて買

春をし、その行為をデジタルビデオカメラで撮影したもの。

（11月・神奈川県警）


